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民間プール等活用事業について 

 

 

１ モデル事業の実施状況 

  学校の規模や民間プールまでの距離など学校ごとに状況が様々であるため、段階的 

にモデル事業を実施。 

・令和４年度 １校（壱岐東小学校） 

  ・令和５年度 ３校（壱岐東小学校、高木小学校、田島小学校） 

  ・令和６年度 ４校（壱岐東小学校、高木小学校、田島小学校、西長住小学校） 

 

  【モデル事業を踏まえた今後の方向性（令和６年９月教育こども委員会報告）】 

   ・民間プール事業者や学校等と調整の上、順次活用を進める。 

・対象は、徒歩またはバスで、片道 10 分以内で民間プール等へ移動できる学校 

 とし、原則、民間プール等の最寄りの小学校を優先して活用を進める。ただし、 

近隣に建替え・新設等を実施する学校がある場合は、個別に検討する。 

 

 

２ 令和７年度の実施内容 

  民間プール等活用を本格実施に移行し、活用校を拡大する。 

なお、本事業は、多くの民間プール等において初めての取組みであり、安全に事業

を進めるため、令和７年度は民間プール等１施設につき、原則１校ずつ実施する。 

  また、学校プールで水泳授業を実施する小学校には、水泳授業の充実等を図るため、

指導補助員を派遣する。 

 

 【民間プール等活用校】 

  ・小学校 37 校（活用校一覧は別紙参照） 

 

 

３ 今後の進め方 

  令和７年度  民間プール等１施設につき、原則１校ずつ実施 

         →複数校の受入可否など翌年度の実施について、民間プール事業者

等と協議 

  令和８年度～ 複数校受入可能な民間プール等において、活用を拡大 
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【令和７年度民間プール等活用校一覧】 

 

区 活用校 

東区 箱崎小学校、香椎小学校、城浜小学校、美和台小学校、

八田小学校、舞松原小学校、香椎下原小学校、 

千早西小学校 

博多区 吉塚小学校、席田小学校、月隈小学校、春住小学校、

三筑小学校 

中央区 警固小学校、草ヶ江小学校、福浜小学校 

南区 三宅小学校、花畑小学校、玉川小学校、宮竹小学校、

弥永小学校、長丘小学校、西長住小学校、高木小学校、

大池小学校、塩原小学校 

城南区 鳥飼小学校、田島小学校 

早良区 西新小学校、原西小学校、野芥小学校、百道浜小学校 

西区 壱岐小学校、内浜小学校、壱岐東小学校、愛宕小学校、

玄洋小学校 

  ※区は学校の所在地 

別紙 
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議案第85号 福岡市立中学校設置条例の一部を改正する条例案 
 

１ 改正の理由 

  学齢生徒の増加に伴い、教育環境を整備し、学習効果の向上を図るため令和８年４月

に中学校を新設する必要があることから、福岡市立中学校設置条例の一部を改正するも

の。 

 

２ 改正の内容 

  本則の表に新設中学校の名称及び位置を加える。 

（１）名称 福岡市立周船寺中学校 

 （２）位置 福岡市西区大字周船寺 

 

【参考】開校準備委員会における校名検討の経緯について 

時期 経緯 

第１回委員会 

（R6.5.31） 

・「元岡地区新設中学校（仮称）開校準備委員会」において、校名の基本的な

考え方や、決定までの進め方を説明。 

その結果、校名（案）をＰＴＡや自治協などの各団体で検討のうえ持ち寄

り、第２回で選考することとした。 

第２回委員会 

（R6.8.2） 

・周船寺中、西都中、学研都市中で絞るという意見もあったが、各組織に持ち帰

り、再度検討することとなった。 

・第３回は周船寺中か周船寺中以外で多数決をとってから議事を進めていくこ

ととなった。 

・地域、保護者に意見募集することを確認 

 ※意見募集実施（R6.9 月下旬～R6.10.18） 

第３回委員会 

（R6.11.1） 

・校名（案）に対する意見募集の結果を報告（計 6件） 

・行政を除く委員で投票を行い、校名（案）を「周船寺中学校」とすることにつ

いて開校準備委員会で正式に決定 

 

福岡市立中学校設置条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

現行  改正案 

1 学校教育法(昭和22年法律第26号)第49条にお

いて準用する同法第38条の規定に基づき、小学

校における教育の基礎の上に、生徒の心身の発

達に応じて、義務教育として行われる普通教育

を施すための中学校を次のように設置する。 

名称 位置 

  

  

福岡市立百道松原中学校 福岡市早良区百道三丁目 

 

２ 略 

1 学校教育法(昭和22年法律第26号)第49条にお

いて準用する同法第38条の規定に基づき、小学

校における教育の基礎の上に、生徒の心身の発

達に応じて、義務教育として行われる普通教育

を施すための中学校を次のように設置する。 

名称 位置 

  

  

福岡市立百道松原中学校 福岡市早良区百道三丁目 

福岡市立周船寺中学校 福岡市西区大字周船寺 

２ 略 

 

３ 施行期日 

  令和８年４月１日 
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議案第 86 号 福岡市学校給食費条例の一部を改正する条例案 

 

１ 改正の理由 

 子育て世帯の負担を軽減するため、学校給食費を無償化する必要がある。 

 

２ 改正の内容 

 学校給食費は徴収しない。 

 ただし、規則で定める給食費に関する給付を受けている保護者等については、市長は、当

該保護者等から給食費を徴収する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施行期日（附則） 

 規則で定める日から施行する。 

 

 

 

４ 適用区分（附則） 

 改正規定は条例施行日以後に納付すべき給食費について適用し、条例施行日前に納付すべ

き給食費については、なお従前の例による。 

 

  

・ 「規則で定める給食費に関する給付」とは、 

(1) 学校教育法第 19 条の規定による援助 

(2) 生活保護法第 13 条の規定による教育扶助 

(3) 特別支援学校への就学奨励に関する法律第２条の規定による就学奨励 

の各制度を想定しており、各制度において学校給食費相当額を受給している場合

は、その受給額を給食費として徴収することとする。 

・ 各制度からの受給額は、当該保護者を介さず、直接給食費に充てることとするた

め、当該保護者の負担は発生しない事務取扱を行う。 

令和７年度夏季休業後とする予定。 
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 福岡市学校給食費条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

現行 改正案 

第１条～第２条 略 第１条～第２条 略 

（給食費の徴収） （給食費の不徴収等） 

第３条 市長は、前条の規定により学校

給食を受ける児童又は生徒の保護者等

（学校教育法（昭和22年法律第26号）

第16条に規定する保護者及びその他こ

れに準じる者として規則で定める者を

いう。）から、学校給食に要する経費

のうち保護者等が負担すべき経費の範

囲内で規則で定める額を給食費として

徴収する。 

第３条 給食費は、徴収しない。ただ

し、前条の規定により学校給食を受け

る児童又は生徒の保護者等（学校教育

法（昭和22年法律第26号）第16条に規

定する保護者及びその他これに準じる

者として規則で定める者をいう。）が

規則で定める給食費に関する給付を受

けている期間における当該給付に相当

する部分に係る保護者等が負担すべき

経費の範囲内で規則で定める額につい

ては、市長は、当該保護者等から給食

費として徴収する。 

２ 前項において「保護者等が負担すべ

き経費」とは、法第11条第２項におい

て保護者の負担とされ、又は特別支援

学校給食法第５条第２項において保護

者等の負担とされているものをいう。 

２ 前項ただし書において「保護者等が

負担すべき経費」とは、法第11条第２

項において保護者の負担とされ、又は

特別支援学校給食法第５条第２項にお

いて保護者等の負担とされているもの

をいう。 

（給食費の納付） （給食費の納付） 

第４条 給食費は、毎月その月分を規則

で定める日（４月分については、翌月

の規則で定める日）までに納付しなけ

ればならない。 

第４条 前条第１項ただし書の給食費

は、毎月その月分を規則で定める日

（４月分については、翌月の規則で定

める日）までに納付しなければならな

い。 

 （給食費の減免）  （給食費の減免） 

第５条 市長は、特段の理由があると認

めるときは、給食費を減額し、又は免

除することができる。 

第５条 市長は、特段の理由があると認

めるときは、第３条第１項ただし書の

給食費を減額し、又は免除することが

できる。 

（以下略） （以下略） 
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議案第 87号 

福岡市立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 

 

１ 改正の理由 

  人事委員会の報告等に鑑み、管理職員特別勤務手当の支給対象時間帯の拡大、特定任期付

教育職員に対する勤勉手当の支給に伴う特定任期付職員業績手当の廃止を行う等の必要が

ある。 

 

２ 改正の内容 

(1) 管理職員特別勤務手当について、平日深夜に係る支給対象時間帯を拡大するもの。 

現 行 改正後 

午前０時～午前５時 午後10時～午前５時 

 

 (2) 特定任期付教育職員について、勤勉手当の支給に伴う特定任期付職員業績手当の廃止を

行うもの。 

 

(3) 福岡市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に関する条例の改正（フレックスタイム制

の導入）に伴う規定の整備を行うもの。 

※ フレックスタイム制 

１日の勤務時間において、通常の勤務時間より長い又は短い勤務時間を複数設定し、

１週間あたりの勤務時間を変えずに日々の勤務時間を柔軟に割り振ることができる制

度で、勤務時間の組合せによって週休３日も可能とするもの。 

 

  (4) へき地教育振興法の改正に伴い、へき地手当及びへき地手当に準ずる手当について、定

年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員を支給対象とするもの。 

 

３ 施行期日（附則） 

令和７年４月１日 
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福岡市立学校職員の給与に関する条例（昭和29年福岡市条例第12号）の一部改正 

現    行 改  正  案 

第１条～第２条 （略） 

 

(給料) 

第３条 給料は、正規の勤務時間による勤

務に対する報酬であつて、この条例によ

り支給する扶養手当、地域手当、住居手

当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務

手当、時間外勤務手当、夜間勤務手当、

休日勤務手当、宿日直手当、管理職員特

別勤務手当、管理職手当、産業教育手当、

義務教育等教員特別手当、期末手当、勤

勉手当、へき地手当(へき地手当に準ず

る手当を含む。第11条の５において同

じ。)及び特定任期付職員業績手当を除

いたものとする。 

 

第４条～第５条の４ （略） 

 

(時間外勤務手当) 

第６条 教育職員以外の学校職員が正規

の勤務時間を超えて勤務することを命

じられ、又は勤務条件条例第３条第８項

の規定により、あらかじめ同条第４項か

ら第７項までの規定により割り振られ

た１週間の正規の勤務時間を超えて勤

務することを命じられたときは、時間外

勤務手当を支給する。 

２ （略） 

 

(特殊勤務手当) 

第７条 （略） 

２ 前項に定めるもののほか、教育職員の

うちその職務の級が教育職給料表(1)、

教育職給料表(3)又は教育職給料表(4)

の１級、２級又は３級のものが次の各号

に掲げる業務に従事した場合において、

第１条～第２条 （略） 

 

(給料) 

第３条 給料は、正規の勤務時間による勤

務に対する報酬であつて、この条例によ

り支給する扶養手当、地域手当、住居手

当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務

手当、時間外勤務手当、夜間勤務手当、

休日勤務手当、宿日直手当、管理職員特

別勤務手当、管理職手当、産業教育手当、

義務教育等教員特別手当、期末手当、勤

勉手当及びへき地手当(へき地手当に準

ずる手当を含む。第11条の５において同

じ。)を除いたものとする。 

 

 

第４条～第５条の４ （略） 

 

(時間外勤務手当) 

第６条 教育職員以外の学校職員が正規

の勤務時間を超えて勤務することを命

じられ、又は勤務条件条例第３条第９項

の規定により、あらかじめ同条第４項か

ら第８項までの規定により割り振られ

た１週間の正規の勤務時間を超えて勤

務することを命じられたときは、時間外

勤務手当を支給する。 

２ （略） 

 

(特殊勤務手当) 

第７条 （略） 

２ 前項に定めるもののほか、教育職員の

うちその職務の級が教育職給料表(1)、

教育職給料表(3)又は教育職給料表(4)

の１級、２級又は３級のものが次の各号

に掲げる業務に従事した場合において、
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現    行 改  正  案 

その業務が心身に著しい負担を与える

と委員会が認める程度に及ぶときに、そ

の業務に従事した日１日につきそれぞ

れ当該各号に定める額を支給する。 

(1)・(2) （略） 

(3) 委員会が定める対外運動競技等に

おいて生徒等を引率して行う指導業務

で、泊を伴うもの又は次に掲げる日に

行うもの 5,100円 

  ア 勤務条件条例第３条に規定する勤

務を要しない日 

 

  イ 勤務条件条例第3条の2第1項に規

定する休日(第11条の２を除き、以下

「休日」という。)(勤務条件条例第３

条の２第２項の規定により勤務した

日を除く。) 

ウ 勤務条件条例第3条の2第3項に規

定する代休日(以下「代休日」とい

う。) 

(4) 学校の管理下において行われる部

活動(正規の教育課程としてのクラブ

活動に準じる活動をいう。)における生

徒等に対する指導業務で前号に規定す

る日又は勤務条件条例第３条第８項の

規定により半日勤務時間を割り振るこ

とをやめる日若しくは当該半日勤務時

間を割り振る日に行うもの 2,700円 

(5) （略） 

 

(管理職員特別勤務手当) 

第７条の２ 校長、副校長及び教頭(特定

任期付教育職員を含む。次項において同

じ。)が勤務を要しない日、休日又は代休

日(次項において「週休日等」という。)

に臨時又は緊急の必要その他の公務の

運営の必要により教育委員会規則で定

その業務が心身に著しい負担を与える

と委員会が認める程度に及ぶときに、そ

の業務に従事した日１日につきそれぞ

れ当該各号に定める額を支給する。 

(1)・(2) （略） 

(3) 委員会が定める対外運動競技等に

おいて生徒等を引率して行う指導業務

で、泊を伴うもの又は次に掲げる日に

行うもの 5,100円 

  ア 勤務条件条例第３条に規定する勤

務を要しない日又は勤務時間を割り

振らない日 

  イ 勤務条件条例第3条の2第1項に規

定する休日(第11条の２を除き、以下

「休日」という。)(勤務条件条例第３

条の２第２項の規定により勤務した

日を除く。) 

ウ 勤務条件条例第3条の2第3項に規

定する代休日(以下「代休日」とい

う。) 

(4) 学校の管理下において行われる部

活動(正規の教育課程としてのクラブ

活動に準じる活動をいう。)における生

徒等に対する指導業務で前号に規定す

る日又は勤務条件条例第３条第９項の

規定により半日勤務時間を割り振るこ

とをやめる日若しくは当該半日勤務時

間を割り振る日に行うもの 2,700円 

(5) （略） 

 

(管理職員特別勤務手当) 

第７条の２ 校長、副校長及び教頭(特定

任期付教育職員を含む。次項において同

じ。)が勤務を要しない日、勤務時間を割

り振らない日、休日又は代休日(次項に

おいて「週休日等」という。)に臨時又は

緊急の必要その他の公務の運営の必要
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現    行 改  正  案 

める勤務に従事した場合は、当該職員に

は、管理職員特別勤務手当を支給する。

ただし、当該職員が勤務条件条例第３条

の２第２項の規定により勤務に服した

場合は、この限りでない。 

 

２ 前項に規定する場合のほか、校長、副

校長及び教頭が災害への対処その他の

臨時又は緊急の必要により週休日等以

外の日の午前零時から午前５時までの

間であつて正規の勤務時間以外の時間

に勤務した場合は、当該職員には、管理

職員特別勤務手当を支給する。 

 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。 

 

 

 

 

(1) 第1項に規定する場合 同項の勤務

1回につき、12,000円を超えない範囲内

において教育委員会規則で定める額

(当該勤務に従事する時間等を考慮し

て教育委員会規則で定める勤務をした

職員にあつては、その額に100分の150

を乗じて得た額) 

(2) （略） 

４ （略） 

 

第８条～第10条 （略） 

 

(へき地手当) 

第10条の２ 交通条件及び自然的、経済

的、文化的諸条件に恵まれない山間地、

離島その他の地域に所在する小学校及

により教育委員会規則で定める勤務に

従事した場合は、当該職員には、管理職

員特別勤務手当を支給する。ただし、当

該職員が勤務条件条例第３条の２第２

項の規定により勤務に服した場合は、こ

の限りでない。 

２ 前項に規定する場合のほか、校長、副

校長及び教頭が災害への対処その他の

臨時又は緊急の必要により午後10時か

ら翌日の午前５時までの間（週休日等に

含まれる時間を除く。）であつて正規の

勤務時間以外の時間に勤務をした場合

は、当該職員には、管理職員特別勤務手

当を支給する。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める額(前２項に規定する勤務に従

事する時間を考慮して教育委員会規則

で定める勤務をした職員にあつては、そ

の額に100分の150を乗じて得た額)とす

る。 

(1) 第1項に規定する場合 同項の勤務

1回につき、12,000円を超えない範囲内

において教育委員会規則で定める額 

 

 

 

 

(2) （略） 

４ （略） 

 

第８条～第10条 （略） 

 

(へき地手当) 

第10条の２ 交通条件及び自然的、経済

的、文化的諸条件に恵まれない山間地、

離島その他の地域に所在する小学校及
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現    行 改  正  案 

び中学校(以下「へき地学校」という。)

並びにへき地学校に準じる学校(以下

「準へき地学校」という。)に勤務する学

校職員(定年前再任用短時間勤務職員及

び任期付短時間勤務職員を除く。この

条、次条及び第10条の５において同じ。)

には、へき地手当を支給する。 

２～４ （略） 

 

第10条の３～第10条の５ （略） 

 

(給料及び諸手当の支給並びに給与の減

額) 

第11条 学校職員に対する給料、扶養手

当、地域手当、住居手当、通勤手当、単

身赴任手当、特殊勤務手当、宿日直手当、

休日勤務手当、夜間勤務手当、管理職員

特別勤務手当、管理職手当、期末手当、

勤勉手当及び特定任期付職員業績手当

の支給並びに給与の減額については、こ

の条例に定めるもののほか、市条例の適

用を受ける職員の例による。 

２ （略） 

３ 前項の規定により給料等を支給する

場合であつて、月の初日から支給すると

き以外のとき又は月の末日まで支給す

るとき以外のときは、その支給額は、そ

の月の日数から勤務を要しない日の日

数を差し引いた日数を基礎として日割

によつて計算する。 

 

４ （略） 

 

第11条の２～第13条 （略） 

び中学校(以下「へき地学校」という。)

並びにへき地学校に準じる学校(以下

「準へき地学校」という。)に勤務する学

校職員(任期付短時間勤務職員を除く。

この条、次条及び第10条の５において同

じ。)には、へき地手当を支給する。 

 

２～４ （略） 

 

第10条の３～第10条の５ （略） 

 

(給料及び諸手当の支給並びに給与の減

額) 

第11条 学校職員に対する給料、扶養手

当、地域手当、住居手当、通勤手当、単

身赴任手当、特殊勤務手当、宿日直手当、

休日勤務手当、夜間勤務手当、管理職員

特別勤務手当、管理職手当、期末手当及

び勤勉手当の支給並びに給与の減額に

ついては、この条例に定めるもののほ

か、市条例の適用を受ける職員の例によ

る。 

２ （略） 

３ 前項の規定により給料等を支給する

場合であつて、月の初日から支給すると

き以外のとき又は月の末日まで支給す

るとき以外のときは、その支給額は、そ

の月の日数から勤務を要しない日及び

勤務時間を割り振らない日の日数を合

計した日数を差し引いた日数を基礎と

して日割によつて計算する。 

４ （略） 

 

第11条の２～第13条 （略） 
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福岡市立学校職員の給与に関する条例（昭和29年福岡市条例第12号）の一部改正（附則） 

現    行 改  正  案 

 附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行す

る。 

 

94



変更等 新設

教育委員会 教育委員会

│ 理事 │ 理事
│ │
│ │
├ 総務部 38 ├ 総務部 38

│ ├ 総務課 │ ├ 総務課
│ ├ 教育政策課 │ ├ 教育政策課
│ ├ 放課後こども育成課 │ ├ 放課後こども育成課
│ ├ 人権・同和教育課 │ ├ 人権・同和教育課
│ ├ 生涯学習課（市民局生涯学習課長が兼務） │ ├ 生涯学習課（市民局生涯学習課長が兼務）

│ ├ 各市民センター⑦ │ ├ 各市民センター⑦

│ │ （館長は市民局生涯学習課長が兼務） │ │ （館長は市民局生涯学習課長が兼務）

│ ├ 公民館（館長は中央区・南区を除き生涯学習推進課長、 │ ├ 公民館（館長は中央区・南区を除き生涯学習推進課長、

│ │ 中央区・南区は地域支援課長が兼務） │ │ 中央区・南区は地域支援課長が兼務）

│ └ 埋蔵文化財センター │ └ 埋蔵文化財センター
│ （所長は経済観光文化局埋蔵文化財センター所長が兼務） │ （所長は経済観光文化局埋蔵文化財センター所長が兼務）

│ │
│ │
├ 職員部 66 ├ 職員部 66

│ ├ 職員課 │ ├ 職員課
│ ├ 服務指導課 │ ├ 服務指導課
│ ├ 労務・給与課 │ ├ 労務・給与課
│ ├ 教職員第１課 │ ├ 教職員第１課
│ └ 教職員第２課 │ └ 教職員第２課
│ │
│ │
├ 教育環境部 56 ├ 教育環境部 61

│ ├ 教育環境課 │ ├ 教育環境課
│ ├ 施設課 │ ├ 施設課
│ │ │ ├ 学校設備課
│ ├ 用地・建替計画課 │ ├ 用地・建替計画課
│ └ 学校計画課 │ ├ 学校計画第１課
│ │ └ 学校計画第２課
│ │
│ 部長※学校施設アセットマネジメント │ 部長※学校施設アセットマネジメント
│ │
│ │
├ 教育支援部 43 ├ 教育支援部 40

│ ├ 教育支援課 │ ├ 教育支援課
│ ├ 課長※高校総体 │ │ ×課長※高校総体
│ ├ 健康教育課 │ ├ 健康教育課
│ ├ 給食運営課 │ ├ 給食運営課
│ └ 学校給食センター（所長は給食運営課長が兼務） │ └ 学校給食センター（所長は給食運営課長が兼務）

│ │

教育次長 教育次長

現行（R6.4.1時点） 整備案（R7.4.1時点）

令和７年度教育委員会　組織編成　（新旧対照表）

317 324
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変更等 新設

│ │
├ 指導部 68 ├ 指導部 73

│ ├ 学校企画課 │ ├ 学校企画課
│ ├ 小学校教育課 │ ├ 小学校教育課
│ ├ 中学校教育課 │ ├ 中学校教育課
│ ├ 高校教育課 │ ├ 高校教育課
│ │ │ ├ 課長※高等教育検討
│ ├ 安全・安心推進課 │ ├ 安全・安心推進課
│ │ │ │
│ │ 課長※学校法務 │ │ 課長※学校法務
│ ├ 教育ＩＣＴ推進課 │ ├ 教育ＩＣＴ推進課
│ ├ 教育相談課 │ ├ 教育相談課
│ │ │ │
│ ├ 課長※特別支援学校開校準備等 │ │ ×課長※特別支援学校開校準備等
│ └ 発達教育センター │ └ 発達教育センター
│ │
│ 部長※高校教育等 │ 部長※高校教育等
│ │
│ │
├ 教育センター 13 ├ 教育センター 13

│ └ 人材育成課 │ └ 人材育成課
│ │
│ │
└ 総合図書館 31 └ 総合図書館 31

├ 運営課 ├ 運営課
├ 図書サービス課 ├ 図書サービス課
└ 文学・映像課 └ 文学・映像課

◆令和６年度教育委員会職員定数 ◆令和７年度教育委員会職員定数

…A …A

…(1) …(1)

…B …B

…(2) …(2)

※R5年10月時点の推計に基づく義務標準法上の標準定数 ※R6年10月時点の推計に基づく義務標準法上の標準定数

…A+B …A+B

現行（R6.4.1時点） 整備案（R7.4.1時点）

令和７年度教育委員会　組織編成　（新旧対照表）

学校事務職員 370

事務局等 定数

事務局等 317

高校の事務職員 21

技能労務職員

（こども未来局こども総合相談センター教育相談課長を兼務）

307

高校の校長及び教員 289

計 934

※旧県費負担教職員 定数

校長及び教員 8,269

学校栄養職員 13

計 8,652

合計(1)+(2) 9,586

うち校長及び教員 8,558

事務局等 定数

事務局等 324

高校の事務職員 21

技能労務職員 281

高校の校長及び教員 289

計 915

294

計 8,955

※旧県費負担教職員 定数

校長及び教員 8,563

13学校栄養職員

7

0

▲ 26

0

▲ 19

増減

303

284

294うち校長及び教員 8,852

合計(1)+(2) 9,870

（こども未来局こども総合相談センター教育相談課長を兼務）

9学校事務職員 379

0

増減
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